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消費者委員会　委員名簿

（平成29年９月１日現在）

〇 誠 司 弁護士

浩 之 高知大学副学長　地域連携推進センター長

節 子 NPO法人C・キッズ・ネットワーク理事長

令 子 レナ・ジャポン・インスティチュート株式会社 代表取締役

菜穂子 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

◎ 巖 麗澤大学大学院経済研究科教授

三 紀 全国地域婦人団体連絡協議会事務局長

一 清 法政大学大学院政策創造研究科教授

悦 子 公益社団法人全国消費生活相談員協会理事長

隆 司 東京大学大学院法学政治学研究科教授

（五十音順・敬称略）

(注) １．◎は委員長、○は委員長代理。

山 本

増 田

以上10名

髙

長 田

２．池本誠司委員、髙巖委員 、樋口一清委員は、衆・参の附帯決議の趣旨を踏まえ、
　　常勤的に勤めることが可能になるように人選した委員である。

池 本

受 田

大 森

蟹 瀨

鹿 野

樋 口
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消費者委員会食品表示部会　委員名簿

（平30年５月10日現在）

（部会長） 浩 之 高知大学副学長　地域連携推進センター長

（部会長代理） 一 清 法政大学大学院政策創造研究科教授

玲 子 国立医薬品食品衛生研究所生化学部第三室長

重 信 宮城大学名誉教授

知 明 奈良県立医科大学公衆衛生学講座教授　

克 樹 日本チェーンストア協会食品委員会委員

佐重子 公益社団法人全国消費生活相談員協会食の研究会代表

佳 之 公益社団法人日本栄養士会常務理事

聡一郎 弁護士

さおり 独立行政法人国民生活センター理事

依 子  公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・

相談員協会　消費生活研究所所長

智 子 全国地域婦人団体連絡協議会幹事

くみ子 跡見学園女子大学文学部教授

和 紀 科学ジャーナリスト

親 全国保健所長会副会長

健 介 一般財団法人食品産業センター参与

（敬称略）

松 永

松 嵜

夏 目

菅

受 田

樋 口

安 達

池 戸

澤 木

渡 邊

戸 部

下 浦

以上16名

今 村

岸

宗 林

宮 﨑
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消費者委員会新開発食品調査部会　委員名簿

（平成30年４月１日現在）

（部会長） 受 田 浩 之 高知大学副学長　地域連携推進センター長

（部会長代理） 長 田 三 紀 全国地域婦人団体連絡協議会事務局長

石 見 佳 子  国立研究開発法人　医薬基盤・健康・栄養研究所
国立健康・栄養研究所　シニアアドバイザー

今 村 知 明 奈良県立医科大学公衆衛生学講座教授　

大 野 泰 雄 公益財団法人木原記念横浜生命科学振興財団理事長

木 戸 康 博 金沢学院大学人間健康学部健康栄養学科教授

久 代 登志男 日野原記念クリニック所長、日本大学客員教授

清 水 誠 東京農業大学応用生物科学部教授

志 村 二三夫 十文字学園女子大学学長

竹 内 淑 恵 法政大学経営学部教授

田 中 弥 生 関東学院大学栄養学部管理栄養学科教授

戸 部 依 子  公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・
相談員協会　消費生活研究所所長

松 嵜 くみ子 跡見学園女子大学文学部教授

松 永 和 紀 科学ジャーナリスト

山 田 和 彦 女子栄養大学栄養学部教授

（敬称略）

以上15名
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消費者委員会新開発食品調査部会

新開発食品評価第一調査会　委員名簿

（平成30年８月１日現在）

（座長） 志 村 二三夫 十文字学園女子大学学長

（座長代理） 大 野 泰 雄 公益財団法人木原記念横浜生命科学振興財団理事長

上 原 万里子 東京農業大学応用生物科学部教授

梅 垣 敬 三 昭和女子大学食安全マネジメント学科教授

大 野 智 島根大学学術研究院医学・看護学系教授

川 島 由起子 長野県立大学健康発達学部教授

河 田 照 雄 京都大学大学院農学研究科教授

佐 藤 恭 子 国立医薬品食品衛生研究所食品添加物部長

森 川 馨 帝京大学薬学部客員教授

山 内 淳 東京農業大学国際食料情報学部教授

山 岡 和 枝 帝京大学大学院公衆衛生学研究科教授

脇 昌 子  静岡市立静岡病院副病院長兼内分泌・代謝内科科長、
京都大学医学部臨床教授

（敬称略）

以上12名
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消費者委員会公共料金等専門調査会　委員名簿

（平成29年12月12日現在）

（座長） 古 城 誠 上智大学法学部教授

（座長代理） 井 手 秀 樹 慶應義塾大学名誉教授

小 浦 道 子 東京消費者団体連絡センター事務局長

古 賀 真 子 特定非営利活動法人コンシューマネット・ジャパン理事長

白 山 真 一 公認会計士

陶 山 惠 子 北九州市消費者団体連絡会参与

松 村 敏 弘 東京大学社会科学研究所教授

山 内 弘 隆 一橋大学大学院商学研究科教授

（敬称略）

以上８名
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消費者委員会消費者行政新未来創造プロジェクト検証専門調査会　委員名簿

（平成30年７月18日現在）

（座長） 樋 口 一 清 法政大学大学院政策創造研究科教授

（座長代理） 新 川 達 郎 同志社大学大学院総合政策科学研究科教授

内 田 俊 一 公益財団法人国立京都国際会館館長、元消費者庁長官

木 田 聖 子 株式会社チャイルドハート代表取締役

遠 山 利恵子 ＮＰＯ法人えひめ消費者ネット理事

野 口 貴公美 一橋大学大学院法学研究科教授

野々山 宏 京都産業大学大学院法務研究科教授、弁護士、

独立行政法人国民生活センター前理事長

萩 原 なつ子 立教大学社会学部教授

長谷川 雅 巳 一般社団法人日本経済団体連合会ソーシャル・コミュニケーション本部長

唯 根 妙 子 一般財団法人日本消費者協会専務理事

以上10名

(敬称略)
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消費者委員会公益通報者保護専門調査会　委員名簿

（平成30年７月３日現在）

（座長） 山 本 隆 司 東京大学大学院法学政治学研究科教授

（座長代理） 柿 﨑 環 明治大学法学部教授

石 井 淳 子  川崎重工業株式会社社外監査役三井住友海上火災保険株式会社社外監査役

浦 郷 由 季 一般社団法人全国消費者団体連絡会事務局長

亀 井 将 博 デロイトトーマツリスクサービス株式会社シニアマネジャー

川 出 敏 裕 東京大学大学院法学政治学研究科教授

後 藤 準 全国商工会連合会常務理事

中 村 美 華 メタウォーター株式会社法務部長

林 尚 美 弁護士

春 田 雄 一 日本労働組合総連合会総合政策局経済政策局長

水 町 勇一郎 東京大学社会科学研究所教授

以上11名

(敬称略)
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消費者委員会オンラインプラットフォームにおける取引の在り方

に関する専門調査会　委員名簿

（平成30年５月15日現在）

（座長） 中 田 邦 博 龍谷大学法学部教授

（座長代理） 早 川 吉 尚 立教大学法学部教授

生 貝 直 人 東洋大学経済学部准教授

石 原 遥 平 一般社団法人シェアリングエコノミー協会事務局

大 谷 聖 子 一般財団法人日本消費者協会消費者相談室消費生活コンサルタント

大 橋 弘 東京大学大学院経済学研究科教授

沖 野 眞 已 東京大学大学院法学政治学研究科教授

片 岡 康 子 楽天株式会社渉外室消費者政策課シニアマネージャー

城 譲 株式会社メルカリリーガルグループマネージャー

西 村 真由美 公益社団法人全国消費生活相談員協会消費生活相談員

畠 良 ヤフー株式会社政策企画本部政策企画部公共政策マネージャー

原 田 由 里 一般社団法人ＥＣネットワーク理事

前 田 恵 美 アジアインターネット日本連盟（AICJ）

森 亮 二 弁護士、国立情報学研究所客員教授

山 本 龍 彦 慶應義塾大学法科大学院教授

以上15名

（敬称略）
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消費者委員会消費者法分野におけるルール形成の

在り方等検討ワーキング・グループ　委員名簿

（平成30年２月８日現在）

（座長） 菜穂子 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

（座長代理） 誠 司 弁護士

巖 麗澤大学大学院経済研究科教授

一 清 法政大学大学院政策創造研究科教授

隆 司 東京大学大学院法学政治学研究科教授

（敬称略）

鹿 野

池 本

樋 口

山 本

以上５名

髙
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第５次消費者委員会 開催実績 

（平成 29 年９月～平成 30 年８月） 
 

 日 付 議 題 

平成 29 年 

第 256 回 ９月６日(水) 

・江﨑内閣府特命担当大臣、山下内閣府政務官御挨拶 

・消費者委員会委員紹介 

・委員長の互選 

・その他（消費者委員会の下部組織について） 

第 257 回 10 月５日(木) 
・消費者教育の推進に関する基本的な方針の改定骨子について 

・その他 

第 258 回 10 月 11 日(水) 
・特商法施行令の一部改正について 

・その他 

第 259 回 11 月８日(水) 

・消費者教育の推進に関する基本方針改定に向けた意見につ 

いて 

・その他 

第 260 回 11 月 17 日(金) 
・割賦販売法施行令の一部改正について 

・その他 

第 261 回 11 月 24 日(金) 

・電気通信事業法に基づく消費者保護ルールの実施状況につ 

いて 

・食品表示制度の理解、周知に係る取組状況について 

・その他 

第 262 回 12 月６日(水) 

・「消費者教育の推進に関する基本的な方針」の変更案につ 

いて 

・仮想通貨、サーバ型電子マネー、フィンテックに係る消費 

者問題への取組状況について 

・その他 

第 263 回 12 月 13 日(水) 
・食品衛生規制の見直しについて 

・その他 

第 264 回 12 月 20 日(水) 

・事業者団体における法令遵守の自主的取組について 

・食品衛生規制等の見直しに関する意見について 

・消費者基本計画工程表の改定に向けた意見について 

 

 日 付 議 題 

平成 30 年 

第 265 回 １月 17 日(水) 

・中部電力、四国電力の電気料金値上げ後のフォローアップ 

に関する消費者委員会意見について 

・その他 
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 日 付 議 題 

第 266 回 ２月８日(木) 

・消費者法分野におけるルール形成の在り方等検討ワーキ 

ング・グループの設置について 

・消費者教育の推進に関する基本方針変更案に係る意見につ 

いて 

第 267 回 ２月 14 日(水) 

・医療広告規制の検討状況と今後の取組について 

・消費者基本計画工程表の改定素案について 

・地方消費者行政の充実に向けた取組について 

第 268 回 ２月 22 日(木) 
・平成 28 年度消費者教育に関する取組状況調査について 

・銀行カードローンに係る取組について 

第 269 回 ３月８日(木) 

・消費者教育の推進に関する基本方針の改定について 

・地方消費者行政強化のための取組について 

・適格消費者団体の機能強化に向けた取組について 

・消費者契約法の一部を改正する法律案について 

・消費者契約法の一部を改正する法律案に係る意見について 

・福井内閣府特命担当大臣御挨拶 

第 270 回 ３月 15 日(木) 

・不動産特定共同事業法に基づく小規模不動産特定共同事業 

の運用状況について 

・成年年齢の引下げに対する取組について 

第 271 回 ３月 30 日(金) ・消費者基本計画工程表の改定素案に対する意見について 

第 272 回 ４月 12 日(木) 

・特定商取引法施行令の一部改正について 

・オンラインプラットフォームにおける取引の在り方に関す 

る専門調査会の設置について 

第 273 回 ５月 10 日(木) 
・消費者基本計画工程表の改定について 

・その他 

第 274 回 ５月 17 日(木) 

・消費者安全法における消費者安全調査委員会規定部分の施 

行状況について 

・その他 

第 275 回 ５月 31 日(木) 

・平成 29 年度消費者意向調査の結果について 

・電力・ガス小売自由化のフォローアップ及び注視すべき論 

点について 

・その他 

第 276 回 ６月 14 日(木) 

・機能性表示食品制度の施行後の検証結果と今後の方向性に 

ついて 

・消費者白書について 

・NTT 東西プライスキャップ制度の基準料金指数の見直しに 

ついて 
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 日 付 議 題 

第 277 回 ６月 21 日(木) 

・IoT、ビッグデータ、AI の活用における消費者関連の論点 

について 

・その他 

第 278 回 ６月 27 日(水) 
・IoT、ビッグデータ、AI の活用における消費者関連の論点 

について 

第 279 回 ７月５日(木) ・打消し表示の実態調査報告書について 

第 280 回 ７月 12 日(木) 

・「若年者の消費者教育分科会」報告について 

・AI、ロボット、IoT 及びビッグデータの活用における消費 

者保護をめぐる諸課題について 

第 281 回 ８月２日(木) 

・第４期消費者基本計画のあり方に関する検討会中間取りま 

とめについて 

・関西電力株式会社による電気料金の値下げに関するフォロ 

ーアップについて 

・公益通報者保護専門調査会中間整理について 

・その他 

第 282 回 ８月８日(水) 

・架空請求対策パッケージについて 

・消費者法分野におけるルール形成の在り方等検討ワーキ 

ング・グループ中間整理について 

第 283 回 ８月 23 日(木) ・モバイル市場の公正競争促進に関する取組について 

第 284 回 ８月 31 日(金) 

・ジャパンライフ事件の被害実態と預託法の問題点について 

・いわゆる「預託商法」につき抜本的な法制度の見直しを求 

める意見書（日本弁護士連合会）について 
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